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研究成果の概要（和文）：本邦は世界6位の排他的経済水域を有し，そこには膨大な海底資源が存在するとされ
ている。しかしこの開発にあたって必須となる環境影響評価の方法論はいまだ確立されていない。本研究では開
発の影響がおよぶ範囲を事前に評価するため，難分解性の化学物質のうち，生物の健康に影響を及ぼさないガス
成分を海底に撒布し，これを追跡することを提案した。当初は海底全般に利用可能な大規模撒布実験を想定して
いたが，法的な問題から現状では実施が極めて困難であると結論するに至った。一方でカルデラ内に形成された
熱水鉱床であれば，同評価法が利用可能であると考えられた。

研究成果の概要（英文）：Japan has a broad area of EEZ, in which abundant seafloor resources are 
likely present. Although the development for the resources has been desired to domestically provide 
elements for industry from viewpoint of economic national security, it is now difficult due to 
absence of consensus for appropriate assessment of environmental impact from the development. This 
project proposes a method to evaluate extent of the impact from the location, where the development 
processes, to ambient water column by injection of chemical 'tracer'. Through the two years research
 during the support, I consider that the tracer assessment is applicable to small size of 
topographic hole like volcanic caldera but very difficult to be applied to deep-sea plane due to 
domestic legal constraint. 

研究分野：海洋科学
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１．研究開始当初の背景 
 
 2007 年 7 月に施行された海洋基本法に
は「海洋資源の積極的な開発」が明記され

ている。陸上資源に乏しい本邦においては，

経済的な視点から海洋からの資源獲得に大

いなる期待が寄せられている。また同時に，

広大な排他的経済水域に眠る海底資源量や

その開発可能性を評価することは，資源の

大半を諸外国に依存している国家として，

重大な国際安全保障案件である。 
 こうした観点から，海底資源の総量を把

握するための海洋調査が鋭意進められてい

るのに対し，その開発可能性（フィージビ

リティ）の議論は遅れている。議論が遅れ

ていることの一因として，海底資源の開発

に先だって行われるべき環境への影響を事

前に確からしく評価するための方法論が確

立されていないことがあげられる。 
 環境影響評価には多くの評価基準が存在

しうる。現在の海底資源開発の議論では，

目にとまりがちな「深海生物の保護」とい

う観点で議論が進みがちである。しかし，

現時点で「学術的にも調査が進んでいない

深海生態系」を「評価可能なレベルで把握

する」ことは非現実的で，そこをゴールに

設定しては影響評価事業を推進することは

かなわない。 
 本研究では，人工的に難分解性化学種（以

下「トレーサー」と記す）を海底資源開発

候補海域に散布し，この拡がりを追跡する

ことで「深海の海流」を把握することを目

的とする。ここで便宜上「深海の海流」と

呼ぶものは，具体的には「トレーサー散布

地点からの距離・方位・経過時間・希釈率」

で表現されるトレーサーの四次元分布であ

る。これは開発影響がおよぶ範囲とその程

度を擬似的に再現したものであり，環境影

響評価の対象域を限定するための明確な指

標となる。 
 なにより，あらゆる評価基準に先立って，

「どのような基準で環境影響評価を実施す

る対象域を設定するか」を決めねばならな

い。たとえば陸上においては，河川や大気

の流れについて観測データや予測モデルシ

ミュレーションが充実しており，これに基

づき「対象域」を設定することが可能であ

る。 

 一方の深海では，深層海水の流向流速に

関する観測データが圧倒的に不足しており，

たとえば「ある場所で開発に伴い放出され

る汚染物質がどの方向に流れていくか」と

いう定性的な予測さえも難しい。またこの

問題を解決するために「対象域」を設定す

るための定量的かつ具体的な指標も提案さ

れておらず，その確立から取り組まねばな

らない状況にある。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究期間内ではトレーサー法の技術検

討とモデル域の「深海の海流」調査を実施

することで，トレーサー法を事業として普

及しうる手法として確立することを目的と

する。本研究は，実際に影響評価を民間事

業として展開することを念頭に，全深海に

普遍的に存在する「深海の海流」を対象と

して提案している。「深海の海流」の把握は，

「海底火山帯の熱水性鉱床」あるいは「深

海平原のレアアース泥」といった異なる種

類の海底資源に対して，普遍的に実施でき

る点で普及可能性が高い。 
 この「深海の海流」を把握するための手

段の構築にあたっては，既存の海洋学的手

法の利用で調査が可能であることも念頭に

置いている。つまり，まったく新たな技術

を確立することを通じて確立する評価手法

では，広く普及することは望めない。一方

で，すでに海洋学において利用されている

手法を転用した環境影響評価手法とするこ

とにより，新たな技術導入・普及の障壁を

考慮する必要がなくなり，より早期に，か

つ標準化された技術体系によって，環境影

響評価手法として確立が可能になる。 
  
 
３．研究の方法 
 
 トレーサー法を用いて深海の環境影響評

価をする上で重要なポイントは，トレーサ

ーを適切に散布することにある。本研究で

は，天然環境において極微量にしか存在せ

ず，また化学反応・生物代謝に対して不活

性である六フッ化硫黄（SF6）を利用する

ことを考えた。 
 SF6 は常温常圧の条件下では気体である



が，市販のガスボンベには液化した状態で

封入されている。不活性である SF6の分布

は，発生源（散布地点）からの流体拡散の

みに規定され，流体の動きを追跡する指標

となる。 
 海洋表層で実施するトレーサー法では，

船上から直接，海洋表層へとトレーサーを

投入できる。一方で，深海中で散布するた

めの容器は，(1)高水圧に耐えて深海までト
レーサーを漏れなく運ぶ，(2)海中でトレー
サーを適切に放出させるという，相反する

ような条件を同時に満たす必要がある。大

量に散布することを計画するならば，SF6

は液化ガスとして取り扱うことになる。こ

うした難点に対し，本研究では次に挙げる

アイディアで取り組む。 
 SF6 の蒸気圧は，船上作業時に想定され

る 40℃では 3.3MPaと大気圧より高いが，
深海で想定される温度（5℃以下）では
1.5MPa 以下であり，水圧（たとえば水深
500mで 5MPa）よりも遙かに低い。 
 これらを勘案し，(1)両端にバルブを接続
した二口 100mL 金属耐圧容器に液化 SF6

を充填し，(2)海洋投下後，蒸気圧を上回る
水圧のかかる水深（たとえば 500m以深）
で片口のバルブを開くことで内外圧力差を

解消して容器圧壊を避け，(3)散布深度でも
う片方の口を開き液化 SF6を放出する，と

いう三段階でトレーサーを散布する。先に

開くバルブ側には 1/16 インチ径のステン
レスチューブをコイルしておくことで容器

内外の圧力差を免じるとともにトレーサー

の不要な漏出を防ぐ。後に開くバルブ側に

は送液ポンプと微細孔エアストーンを設け

SF6 の溶解を促す。SF6 は放出当初は液体

細粒として漂流し次第に周辺海水へ溶解し

ていくと考えられる。同法は理論的には安

価に作成できる。 
 
 
４．研究成果 
 

 本研究では，初年度である平成 27 年度
にトレーサーとして用いる SF6の海水中濃

度を分析するため，新たに試料処理法およ

びガスクロマトグラフ法の確立を実施した。

トレーサー撒布時にはバックグラウンドレ

ベルよりも数桁高い海水中濃度が期待され

るため，従来の低濃度レベルに特化したパ

ージ＆トラップ法による分析よりも迅速・

簡便に分析が可能なヘッドスペース法を採

用した。 
 ニスキン採水器で採取した試料を，気泡

の混入による脱ガスに気をつけながら

120mLバイアル瓶へと移し，ブチルゴムガ
ス栓で密閉した後，アルミシールでゴム栓

を固定し冷蔵してガス分析まで保存した。

実験室においてバイアル瓶に充填した水試

料の一部を，SF6 を含まない高純度ヘリウ

ムガス（ガスクロマトグラフのキャリアガ

スでもある）で置換し瓶内に気相を作り，

瓶を激しく振り液面を攪乱することによっ

て瓶内の気相と液相の間で SF6を溶存平衡

に至らせしめた。この気相をガスタイトシ

リンジで採取し，ポラパックカラムで他分

子と分離した後に電子捕獲方検出器を用い

て検出した。この定量法について，繰り返

し精度および導入量とピークエリアの直線

性を試験し，良好な結果を得た。 
 また平成 27 年度にトレーサー撒布容器
について製作に取りかかろうとしたところ，

ボンベに封入され市販されている液化ガス

を，別の容器へと液化ガスのまま移す行為

は，高圧ガス保安法第四章（容器等）をは

じめとする諸規定による制約があることが

判明したため，当初予定していた方法は極

めて困難であることを認識した。また SF6

の大規模撒布については，SF6 のバックグ

ラウンドレベルが海水循環の指標として用

いられていることから，その大規模な撒布

は今後実施しないように，該当する海洋化

学コミュニティで合意がなされていること

も考慮する必要が生じた。 
 そこで平成 28 年度は，当初計画にあっ
た様々な海底資源開発に対応可能な手法開

発から方針を転換し，海底熱水活動に付随

して生じる硫化物鉱床を対象に特化するこ

ととした。比較的小規模かつ半閉鎖的なカ

ルデラ地形が対象であれば，深海で撒布す

るトレーサー（SF6 のあるいはその代替分

子の CF3SF5）の量を大幅に減らすことが

可能であり，少量のトレーサーであれば液

化せず気体の状態で輸送・撒布することが

出来る。 
 これまでに調査が行われ十分な知見が集

積している沖縄トラフ鳩間海丘熱水域を例

に，条件検討を実施した。鳩間海丘頂部の



火口は，半径 300m・比高 300mを円柱と
して概算するとその容積は 100ギガリット
ルとなり，ここにトレーサー0.01モルを撒
布し均一に拡散すると仮定すると，その濃

度は 100,000 fmol/L となる。これは平成
27 年度に確立したヘッドスペース法
GC-ECD 分析法で十分に検出可能な濃度
である。 
 ここで気体トレーサー0.01molは 1気圧
において約 0.2L 相当であり，たとえば本
邦の熱水科学コミュニティで広く利用され

ている圧力保持採水器の採水ボトルの容積

（0.15L）と同等である。この事実は，採
水器のボトルをトレーサー撒布容器の本体

として利用できることを示している。採水

ボトルは真空・密閉状態で水深 2,000m ま
で降下しても圧壊しなかった実績があり，

1 気圧相当のトレーサーを封入した状態で
深海まで輸送する頑強性が保証されている

のみならず，通常の採水器としての利用時

にはペリスタポンプを介して周辺の液体を

吸入・吐出しているため撒布能力も保証さ

れている 
 平成 28 年度には，すでに高品位あるい
は一定以上の量のコバルトリッチクラスト

やレアアース泥の存在が知られている伊豆

小笠原海溝海域において，トレーサー撒布

前のバックグラウンド濃度レベルを把握し

ておくための海水試料採取を実施した。海

溝内の超深海域まで網羅する海水試料を採

取し，海洋研究開発機構において保存して

いる。 
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